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(２) 特定権利利益に係る満了日の延長措置は、法に基づく特別措置であり、当該特別

措置によらずに、保険医療機関又は保険薬局の指定の更新を行うことができるもの

については、告示による満了日の延長措置にかかわらず、関係法令に基づき指定の

更新を行うこととするよう御配慮願いたい。

(３) 告示により指定された措置のほか、法第３条第１項に規定する行政庁又は行政機

関は、平成 28 年熊本地震による災害の被害者であって、理由を記した書面により同

項各号に掲げる特定権利利益に係る満了日の延長の申出を行ったものについて、平

成 28 年９月 30 日までの期日を指定してその満了日を延長することができるもので

あり、特定被災区域内に在る保険医療機関又は保険薬局以外の保険医療機関又は保

険薬局に関しては、本規定に基づいた対応の必要性について御配慮願いたい（法第

３条第３項）。



別
添
１

政
令
第
二
百
十
三
号

平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
よ
る
災
害
に
つ
い
て
の
特
定
非
常
災
害
及
び
こ
れ
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
に
関

す
る
政
令

内
閣
は
、
特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第

八
十
五
号
）
第
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
前
段
、
第
三
条
第
一
項
、
第
四
条
第
一
項
、
第
五
条
第
一
項
並
び
に
第
六
条
の
規
定

に
基
づ
き
、
こ
の
政
令
を
制
定
す
る
。

（
特
定
非
常
災
害
の
指
定
）

第
一
条

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
以
下
「
法
」
と
い
う

。
）
第
二
条
第
一
項
の
特
定
非
常
災
害
と
し
て
平
成
二
十
八
年
熊
本
地
震
に
よ
る
災
害
を
指
定
し
、
同
年
四
月
十
四
日
を
同



項
の
特
定
非
常
災
害
発
生
日
と
し
て
定
め
る
。

（
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
の
指
定
）

第
二
条

前
条
の
特
定
非
常
災
害
に
対
し
適
用
す
べ
き
措
置
と
し
て
法
第
三
条
か
ら
第
六
条
ま
で
に
規
定
す
る
措
置
を
指
定
す

る
。

（
延
長
期
日
）

第
三
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
三
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
二
十
八
年
九
月
三
十
日
と

す
る
。

（
免
責
期
限
）

第
四
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
四
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
特
定
義
務
の
不
履
行
に
つ
い
て
の
免
責

に
係
る
期
限
は
、
平
成
二
十
八
年
七
月
二
十
九
日
と
す
る
。

（
法
人
の
破
産
手
続
開
始
の
決
定
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
期
日
）

第
五
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
五
条
第
一
項
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
三
十
年
四
月
十
三
日
と
す

る
。



（
相
続
の
承
認
又
は
放
棄
を
す
べ
き
期
間
の
特
例
に
関
す
る
措
置
に
係
る
地
区
及
び
期
日
）

第
六
条

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
地
区
は
、
熊
本
県
の
区
域
と
す
る
。

２

第
一
条
の
特
定
非
常
災
害
に
つ
い
て
の
法
第
六
条
の
政
令
で
定
め
る
日
は
、
平
成
二
十
八
年
十
二
月
二
十
八
日
と
す
る
。

附

則

こ
の
政
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
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頁

別
添
２

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
二
百
二
十
一
号

特
定
非
常
災
害
の
被
害
者
の
権
利
利
益
の
保
全
等
を
図
る
た
め
の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
（
平
成
八
年
法
律
第
八

十
五
号
）
第
三
条
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
条
第
一
項
の
特
定
権
利
利
益
に
係
る
期
間
の
延
長
に
関
し
当
該
延
長

後
の
満
了
日
を
平
成
二
十
八
年
九
月
三
十
日
と
す
る
措
置
を
次
の
よ
う
に
指
定
す
る
。

平
成
二
十
八
年
五
月
六
日

厚
生
労
働
大
臣

塩
崎

恭
久

対

象

と

な

る

特

定

権

利

利

益

対

象

者

健
康
保
険
法
（
大
正
十
一
年
法
律
第
七
十
号
）
第
六
十
三
条
第
三
項
第
一
号
の

特
定
被
災
区
域
内
に
保
険
医

規
定
に
基
づ
く
保
険
医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
の
指
定
（
平
成
二
十
八
年
熊
本

療
機
関
又
は
保
険
薬
局
を
有

地
震
に
際
し
、
災
害
救
助
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
十
八
号
）
が
適
用
さ

す
る
者

れ
た
市
町
村
の
区
域
（
以
下
「
特
定
被
災
区
域
」
と
い
う
。
）
内
に
在
る
保
険

医
療
機
関
又
は
保
険
薬
局
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）


